資　料　４

平成２２年度事業計画

Ⅰ．技術振興事業計画について
（１）技術相談について
　　地域企業が大学・高専・県技術センターなどが持つ高度な技術情報等を入手し、自社の開発などに活用することは重要であるが、利用している企業は増加しているものの十分とは言い難く、これを促進していくことは重要である。

　　このためには、企業の相談ニーズを十分に聞き取り、解決すべき課題にまでブレークダウンし、相談すべき相手を選択するコーディネータが必要となるが、佐世保市産業支援センターや長崎県産業振興財団などのコーディネータ等にこの役割を期待したい。

　　なお、本年４月１日には佐世保市産業支援センターの光冨コーディネータに地域企業支援に係るコーディネータを委嘱したが、今後これを拡大していき、地域企業の技術相談を推進していきたい。

（２）技術研究会（交流会）

①工業団地との交流会の検討（小佐々団地予定）
○企業に有効な交流会の設計を検討する。

○時間を２～３時間程度

○懇談会も設定する。

○小佐々団地予定？

②技術交流検討ＷＧの継続事項

○福祉関係事業として、就業支援システム事業

○環境関係事業として、水質保全・利用事業

については、工業技術センター、窯業技術センターの技術支援等を中心に関係者を募り、制度資金（調査・研究事業等）を活用できるよう、９月頃までに検討し申請を目指す。

なお、○農商工連携事業としての植物工場事業についても引き続き行う。
③中国との交流会の検討
○高専、大学の中国との交流協定、佐世保市姉妹都市等を活用し、シーズ、ニーズの接続と中国との関係を新しい形（事業の可能性等）で佐世保市の廈門研究会と共同で協議する。
④佐世保高専、長崎大学、長崎県立大学、長崎国際大学、長崎総合科学大学、工業技術センター、窯業技術センターが開発したシーズの活用のための連絡会議の設置。
○ニーズのテーマを募り、各機関のシーズを結びつけ、事業化の検討。
⑤西九州組込み技術コミュニティ（ＮＥＴ－Ｃ）（研究会）

例会（毎月１回）、佐世保情報産業プラザ（事務局）開催、

・組込みシステムに関する学習会や情報交換会

・製品開発等の共同研究会の検討

・新事業の取組検討、事業への補助金申請等への検討

長崎県組込みソフト研究会を県南の企業・大学とで６月に立ち上げる予定
（３）講演会

○講演会に変え会員同士のフリートークの実施を検討
○主催（５周年記念？）を募金を募り、実施するかどうかの検討

　　　　　　○各団体との共催、後援等
（４）パネル展示会
○地域企業の紹介等の方法（就職説明会（高専、商工会議所等実施）との共催）
高専での企業説明会の開催を要望する。
Ⅱ．人材育成事業計画（案）について

（１）地元企業人材の育成

　①人材育成事業の自立化について

　　　佐世保市委託事業の実施体制、実施内容（講座、調査）継続する。

　　　（検討事項）

　　　・４講座の実施計画について検討

・実施内容（講座、受講生のレベル、時間、実施期間）について

・費用は受益者負担について

　②平成２２年度ものづくり分野の人材育成・確保事業補助金応募　

（全国中小企業団体中央会より４月１９日審査結果採択）

　　　管理法人　長崎県産業振興財団

　　　佐世保高専、ポリテクセンターを中心に実施計画書作成準備中

　　　応募申請予算額9,951,514円

（２）地元学生の育成（企業と学生の交流促進）

○インターンシップ、企業見学とか、学校と企業との間では定例的に行われている。

ＮＴＣの関わり方について検討

①佐世保高専の企業説明会（１０月１２日（火）予定）への参加について

②長崎県の奨学金制度（地元企業に就職した場合は返還を免除する制度）について

③卒業研究への取組（企業からの申込み方法等）について

Ⅲ．情報発信事業計画（案）について

①会員の企業の更新の促進

西九州テクノコンソーシアムWebサイトの活用について　

○最新情報の更新を総会の通知等を利用し各会員へ再周知を図ること。

（第1回目として、総会通知時に送付済み）

　

②事業報告について

下記事項については継続する。その際に更新情報をメールでも発信する。

・事業報告書のタイムリーに結果掲載の継続。

・各機関との連携・・各機関の情報掲載（セミナー等の案内）

スケジュールに随時掲載の継続。（メール及びFAXでの連絡と併用）

○ＮＴＣから各企業にメールする相手先は、最初に登録された時のメールアドレスのままなので、各会員企業の担当メールを再確認し整理し、周知の効率化を図ることが必要との意見があり、協力依頼することとした。（総会通知時に連絡先届出の依頼を行った。）　　

③情報発信について（検討事項）

　　　○ＮＴＣのwebサイトをもっと広げる。ＱＲコードとかチラシに載せて携帯でも見れるようにする。（人材育成事業等のチラシを活用）

○情報発信のターゲットの明確化を図る。イベントやセミナー、人材育成は会員企業へ、研究開発等は県外の方にもとか、広報活動をある程度明確する。

Ⅳ．佐世保市中小企業等支援委託事業

①審査会委託事業

②佐世保地域の中小企業人材育成事業（人材育成検討ＷＧで検討）
